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1（出所）野村アセットマネジメント

ETF = 上場投資信託

株式
取引所に上場し

リアルタイムで売買可能
×

投資信託
１銘柄で

幅広い分散投資が可能

Exchange Traded Fund
投資信託ETF 上場している
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投資信託とは？

※上記はイメージ図です。

（出所）野村アセットマネジメント

投資信託

投資家

専門家が運用

いろんな資産や銘柄を
詰め合わせた商品

資金

￥

￥

￥
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ETFと一般的な投資信託の主な違い

（出所）野村アセットマネジメント

ETF 投資信託

販売会社 証券会社
証券会社や銀行など
(投資信託によって異なる)

取引価格 市場での時価 基準価額

取引機会 証券取引所の
取引時間中

1日1回

1

2

3
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ETFと一般的な投資信託の主な違い

（出所）野村アセットマネジメント

ETF 投資信託

コスト4

購入時 売買手数料
※証券会社によって異なります。

購入代金の
0～4％程度

売却時 売買手数料
※証券会社によって異なります。

信託財産留保額
※信託財産留保額のない

投資信託もあります。

保有期間 運用管理費用（信託報酬）
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NF・日経高配当50ETF（1489）とは

（出所）野村アセットマネジメント

NEXT FUNDS
日経平均高配当株50指数連動型上場投信
（証券コード：1489）

✓日経平均の銘柄の内、予想配当利回りの高い50銘柄に投資

✓国内の高配当株ETFで最も人気！※

※高配当をテーマにした国内上場ETFの中で純資産総額が最大(2024年5月末時点)

✓ 分配金利回り2.8％ (2024年5月末時点)



過去5年間の分配金利回り推移

NF・日経高配当50ETF
（銘柄コード：1489）

NF・日経225 ETF
（銘柄コード：1321）

期間：2019年6月末～2024年5月末、月次
上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
（出所）野村アセットマネジメント

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

5年平均4.1%

5年平均1.6%
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仮に分配金利回り4.1％のETFを以下の投資金額で

1年間保有した場合に受け取ることができる分配金のイメージ(課税前)

分配金額のイメージ（試算）

＊過去5年の平均分配金利回りは、各月末における分配金利回りを平均したものです。（2024年5月末時点）

※上記は受け取ることができる分配金のイメージであり、ETFの分配金実績ではありません。

※上記は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。

（出所）野村アセットマネジメント

投資金額 分配金イメージ(課税前)

20万円 8200円

300万円 12万3000円

1000万円 41万円

NF・日経高配当50ETFの過去5年の平均分配金利回り*で計算！
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※2024年5月末時点

（出所）野村アセットマネジメント

NF・日経高配当50 ETFの概要

◆ NISA成長投資枠の対象

信託報酬率

最低取引金額 1口、2,000円前後

純資産総額 2,518億円

連動対象指数

決算日

愛称(コード)

年率0.308%（税込）

NF・日経高配当50 ETF（1489）

日経平均高配当株50指数

毎年1月、4月、7月、10月の各7日（年4回）

ファンド名称 NEXT FUNDS 日経平均高配当株50指数連動型上場投信

9



日経平均高配当株50指数の構成上位10銘柄

銘柄 業種 ウエート

1 川崎汽船 海運 5.2%

2 商船三井 海運 3.8%

3 三井住友フィナンシャルグループ 銀行 3.7%

4 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行 3.6%

5 日本たばこ産業 食品 3.4%

6 みずほフィナンシャルグループ 銀行 3.4%

7 ＩＮＰＥＸ 鉱業 3.3%

8 ＳＯＭＰＯホールディングス 保険 3.3%

9 日本郵船 海運 3.2%

10 東京海上ホールディングス 保険 3.1%

※2024年5月末時点

（出所）日本経済新聞社のデータを基に野村アセットマネジメント作成 10



過去10年間の指数のパフォーマンス推移（配当込み指数）

期間：2014年5月末～2024年5月末、月次

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また指数に投資することはできません。

（出所）Bloombergのデータを基に野村アセットマネジメント作成

日経平均

日経平均高配当株50指数

50
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2014年5月 2016年5月 2018年5月 2020年5月 2022年5月 2024年5月

MSCI ACWI指数（円換算）

2014年5月＝100として指数化
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■半導体が使用されているものの例

◆絶縁体と導体の中間の性質を持ち、電流の制御や光と電気のエネルギー変換などに使われる

◆半導体を材料としたCPUやメモリ、LED等の製品を「半導体」とまとめて指すことが多い

■物質的な半導体

■半導体製品の例

半導体とは

上記は例・イメージ図であり、すべてを表すものではありません。

（出所）各種資料を基に野村アセットマネジメント作成 13



期間：1990年～2030年 ※2025年以降はASMLの予想。

（出所） アプライドマテリアルズ、WSTSおよびSIA（1990年~2019年）、ASML(2020年以降)のデータに基づき野村アセットマネジメント作成

2030年には1兆ドル規模に!?世界の半導体市場規模の推移

0.47兆ドル

1.10兆ドル

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

10年間で

2.3倍に成長予想!

予想

～～

（年）

（兆ドル）
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（出所）経済産業省（https://www.meti.go.jp）「半導体・デジタル産業戦略の現状と今後 令和5年11月29日」より野村アセットマネジメント作成

◆1980年代トップシェアだった日本の半導体産業は、2019年にはシェア10％程度に

◆日本政府は2030年までの半導体産業復活への３つのステップを掲げて支援

日本の半導体産業復活の3ステップ

足元の製造基盤の確保
国内製造拠点の整備・技術的進展。
製造装置・部素材の安定供給体制の
構築等

市場規模

約50兆円

Step 01  2020年

次世代技術の確立
日米連携プロジェクトで次世代半導体

技術の習得・国内での確立

市場規模

約75兆円

Step 02 2025年

将来技術の研究開発
グローバルな連携強化による光電融合
技術など将来技術の実現・実装時期

の前倒し

市場規模

約100兆円

Step 03 2030年
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◆日本政府の半導体産業支援はGDP比で欧米を上回る高水準

日本政府は半導体産業を積極的に支援

3.9兆円

7.1兆円

0.2兆円

2.5兆円

0.7兆円

0.71%

0.21%

0.04%

0.41%

0.20%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

0

1

2

3

4

5

6

7

8

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

支援額 対GDP比

(兆円) (対GDP比)

※支援額については、各国政府の支援額を当時の円レートに換算したもの。（１USドル＝ 135円（2022.8） 、１英ポンド＝172円（2023.5） 、１ユーロ＝159円（【独】2023.8）、 １ユーロ＝132円（【仏】2021.10）） 対GDP比は、

支援額を名目GDPで除して算出。各国の名目GDPは、2022年の値。

（出所）財務省（https://www.mof.go.jp）財政制度等審議会資料（2024年４月９日）より野村アセットマネジメント作成

各国の半導体産業支援

・
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◆主要半導体部素材で世界トップの48％シェア

◆半導体製造装置で米国に次ぎ、31％のシェアを獲得

高いシェアを誇る日本企業

米国

35%

日本

31%

EMEA

22%

中国

9%

韓国 2%
台湾 1%

半導体製造装置

日本

48%

台湾

16%

韓国

13%

EMEA

10%

米国 9%

中国 3%

主要半導体部素材

日本

48％

※「令和３年度重要技術管理体制強化事業（重要エレクトロニクス市場の実態調査及び情報収集）」（ OMDIA ）より経済産業省作成、2021年度実績

（出所）経済産業省（https://www.meti.go.jp）商務情報政策局「半導体・デジタル産業戦略 令和５年６月」資料より野村アセットマネジメント作成

日本

31％
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※2024年6月4日(上場日)時点

（出所）野村アセットマネジメント作成

日本の半導体関連企業にまるごと投資するETF

◆ NISA成長投資枠の対象

決算日

信託報酬率 年率0.462%（税込）

最低取引金額 1口、2,000円前後

銘柄コード

連動対象指数

愛称

毎年4月、10月の7日（年2回）

NF・日経半導体ETF

200A

日経半導体株指数

ファンド名称 NEXT FUNDS 日経半導体株指数連動型上場投信

18



＊対象業種は電子材料、半導体・液晶製造装置、半導体（集積回路・半導体素子）、シリコン・シリコンウエハー、フォトマスク、イメージセンサー、半導体・電子部品卸

※上記は、指数の銘柄選定プロセスについて単純化したイメージ図であり、全てを説明しているものではありません。

（出所）日本経済新聞社のHPより野村アセットマネジメント作成

日経半導体株指数の銘柄選定プロセス

東証上場の半導体関連銘柄

ポートフォリオ

時価総額加重でウエート付け

NEEDS業種分類において主力事業が半導体関連業種*の銘柄

ただし主力以外の事業が半導体関連業種の銘柄でも
半導体関連事業の売上比率が10%以上あり

半導体関連製品等のマーケットシェアが高い銘柄は
時価総額の大きさを考慮したうえで選定対象に含む

時価総額上位30銘柄を選定

日経独自の「NEEDS 業種分類」
各社の事業内容や売上構成に基づき業種を付与する。

企業の多角化経営を考慮し、1 社に対して複数の業種を付与する。

19



日経半導体株指数の構成上位10銘柄

※2024年5月末時点
（出所）日本経済新聞社、ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

銘柄 銘柄概要 ウエート

1 東京エレクトロン 半導体製造機器の世界最大手メーカーの一つ。 16.9%

2 ディスコ
半導体製造で使用される専門的な切削・研磨装置の世界最大手メー
カーの一つ。 16.0%

3 ルネサスエレクトロニクス 半導体素子や集積回路などの電子部品の開発、製造等を行う。 13.8%

4 アドバンテスト 半導体試験装置や電子計測機器の製造を行う。 9.8%

5 レーザーテック
半導体製造用フォトマスク検査装置およびレーザー顕微鏡、液晶ディスプ
レイ検査装置等を製造。 9.2%

6 HOYA
光電子製品および医療機器などを製造し販売する。主な製品には、半導
体用マスクブランクス等がある。 4.4%

7 信越化学工業
半導体シリコンおよび石英などの電子材料、合成樹脂や化学肥料などの
化学品の製造および販売を行う。 4.3%

8 SCREENホールディングス
半導体製造装置、FPD製造装置、印刷関連機器及びプリント基板関連
機器の製造・販売を行う。 3.7%

9 ソニーグループ
テレビ、カメラ、携帯電話等の電子製品を製造・販売し、関連ソリューション
を提供する。 3.4%

10 ローム 集積回路、半導体素子などの電子部品の製造および販売を行う。 2.0%
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◆指数の遡及算出開始日からの約13年間で、半導体関連株指数は13.7倍のリターンに

◆最高値を更新した日経平均株価を大きく上回った

期間：2011年11月末～2024年5月末、月次
※日経半導体株指数が遡及計算された2011年11月30日（基準日）を100として指数化。配当込み指数を使用。上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また指数に投資することはできません。
（出所）Bloombergのデータを基に野村アセットマネジメント作成

日経平均

日経半導体株指数
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日経高配当株50指数

3.50% 1.08%

日経半導体株指数

NF・日経高配当50ETF NF・日経半導体ETF

※2024年5月末時点

（出所）日本経済新聞社のデータを基に野村アセットマネジメント作成 23

指数の配当利回り
（証券コード：1489） （証券コード：200A）
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高配当株50指数

日経平均

期間：2011年11月末～2024年5月末、月次

※日経半導体株指数が遡及計算された2011年11月30日（基準日）を100として指数化。配当込み指数を使用。上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また指数に投資することはできません。

（出所）Bloombergのデータを基に野村アセットマネジメント作成

NF・日経高配当50ETF NF・日経半導体ETF
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指数の累積リターン
（証券コード：1489） （証券コード：200A）
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-25% 
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23% 
11％

-10%

28% 25%

41%
27%

※配当込み指数を使用。 2024年は2024年5月末までのデータを使用。上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また指数に投資することはできません。

（出所）Bloombergのデータを基に野村アセットマネジメント作成

NF・日経高配当50ETF NF・日経半導体ETF

25

指数の暦年リターン
（証券コード：1489） （証券コード：200A）



3.50％という高水準

日経平均とそん色ないパフォーマンス

比較的安定したリターン

2024年は5月末までで見ると

日経半導体株指数を上回る

高い配当利回りは期待できない

過去約13年で13.7倍の

圧倒的パフォーマンス

2023年は87％のリターン

ただしマイナスの時の幅も大きい

NF・日経高配当50ETF NF・日経半導体ETF

26

指数の配当利回り

指数の累積リターン

指数の暦年リターン

まとめ（証券コード：1489） （証券コード：200A）



NF・日経高配当50ETF NF・日経半導体ETF

安定的に高い分配金を受け取りたい。

分配金に加えて、リスクを抑え
つつ中長期的な値上がり益も
狙いたい。

長期的に大きな値上がり益を狙いたい。

日本の半導体産業の復活
に期待したい。

27

あなたはどっち派？（証券コード：1489） （証券コード：200A）



28

（出所）野村総合研究所 Fundmark/DL、IDS-QE, Quickのデータに基づき野村アセットマネジメント作成
上記は国内籍ETFのデータです。売買代金は2024年5月月間データ、銘柄数、運用残高は2024年5月末現在のデータです。
「野村総合研究所 Fundmark/DL」を出所として算出したデータに関する記載につきまして、野村総合研究所では、ご質問、ご確認、ご要望、クレーム等への対応を行ないません。
上記は過去のデータであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

Nomura EXchange Traded FUNDS

◼ 野村アセットマネジメントが運用するETFシリーズです
◼ すべての投資家に選ばれるETFの開発・運用を目指しています

銘柄数 売買代金シェア 運用残高シェア

豊富なラインナップ

× ⇒

高い流動性 38.5兆円

NEXT FUNDSについて



ETFのことなら、NEXT FUNDSサイトをチェック！

（出所）野村アセットマネジメント作成

http://nextfunds.jp/NEXT FUNDS 検索

個別銘柄ページより
組入れ銘柄や月次レポートを
ご確認いただけます。
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売買手数料
ETFの市場売買には、取扱い第一種金融商品取引業者（証券会社）が独自に定める売買委託手数料がかかり、約定金額とは別にご負担いた
だきます。（取扱会社毎に手数料率が異なりますので、その上限額を表示することができません。）

運用管理費用
（信託報酬）

信託報酬の総額は、次の（1）により計算した額に、（2）により計算した額を加えて得た額とします。
信託報酬は信託財産中から支弁されますので、ETFの保有期間に応じて間接的にご負担いただく費用となります。
（1）信託財産の純資産総額に年1.045％（税抜年0.95％）以内で委託者が定める率を乗じて得た額。
複数のＥＴＦのうち、最大の信託報酬率を記載しております。一部、元本ベースで算出するETFもあります。
（2）信託財産に属する有価証券の貸付を行った場合は、その品貸料の55％（税抜50％）以内の額。
複数のＥＴＦのうち、最大の品貸料を記載しております。

その他の費用・手数料

ETFに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用（外国での財産の保管等に要する諸費用を含みます）、受託者の立替えた立替金の利息、
組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、監査費用等、その他の諸費用（受益権の上場に係る費用および対象指標についての
商標の使用料を含みます）およびそれらの諸費用に係る消費税等が、保有期間中、その都度かかります。これらは、信託財産中から支弁さ
れ、ETFの保有期間中に間接的にご負担いただく費用となります。その他の費用については、運用状況等により変動するものであり、事前
に料率や上限額等を示すことができません。

上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

野村アセットマネジメント株式会社は、ETFについて、直接、投資者の皆さまのお申込みを承っておりません。ETFの投資にあたっては、最寄りの取扱い第一種金融商
品取引業者（証券会社）に口座を開設になり、お申込みください。

ETFの投資リスク
ETFは、値動きのある有価証券等を主な投資対象としますので、連動対象である株価指数等の変動、組入有価証券等の価格の下落、組入有価証券の発行会社の倒産や財務状況等の悪

化、その他の市場要因等の影響等により、市場取引価格または基準価額が値下がりし、それにより損失が生じることがあります。また組入有価証券は為替相場の影響を受けるものもあるため、為

替の変動により基準価額が下落することがあります。したがって、投資家の皆様の投資元金が保証されているものではありません。なお、投資信託は預貯金と異なります。

※ETFのリスクは上記に限定されません。

信託の設定のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

ETFに係る費用

リスクと費用について

(2024年6月現在)

商号：野村アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第373号 加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会／一般社団法人第二種金融商品取引業協会



当資料は、上場投資信託等に関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したご参考資料です。投資勧誘を目的とした資料ではありません。当資料は市場全般の推奨

や証券市場等の動向の上昇または下落を示唆するものではありません。当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありませ

ん。当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保

証するものではありません。投資に関する決定は、お客様ご自身でご判断なさるようお願いいたします。投資信託の設定のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しします投資信託説明書（交

付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■日経半導体株指数
・「日経半導体株指数」は、株式会社日本経済新聞社（以下「日経」という。）によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり，日経半導体株指数自体及び日経半導体
株指数を算出する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。日経半導体株指数を対象とする「ＮＥＸＴ ＦＵＮＤＳ 日経半導体株指数連動型上場投信」は、投資
信託委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、その運用及び本件受益権の取引に関して、日経は一切の義務ないし責任を負いません。日経は日経半導体株指数を継続的に公表す
る義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。日経は、日経半導体株指数の構成銘柄、計算方法、その他日経半導体株指数の内容を変える権利及
び公表を停止する権利を有しています。・日経半導体株指数は、S&P Dow Jones Indices LLCの子会社であるS&P Opco, LLCとの契約に基づいて、算出、維持されます。S&P Dow 
Jones Indices、その関連会社あるいは第三者のライセンサーはいずれも日経半導体株指数をスポンサーもしくはプロモートするものではなく、また日経半導体株指数の算出上の過失に対し一
切の責任を負いません。「S&P®」はStandard & Poor’s Financial Services LLCの登録商標です。

■日経高配当株50指数

「日経平均高配当株50指数」(以下「日経高配当株50」という。)は、株式会社日本経済新聞社(以下「日本経済新聞社」という。)によって独自に開発された手法によって、算出される著作物

であり、日本経済新聞社は日経高配当株50自体及び日経高配当株50を算出する手法、さらには、日経高配当株50の構成銘柄の基礎となる「日経平均株価」に対して、著作権その他一

切の知的財産権を有しています。日経高配当株50を対象とする「NEXT FUNDS 日経平均高配当株50指数連動型上場投信」は、投資信託委託会社等の責任のもとで運用されるものであ

り、その運用及び「NEXT FUNDS 日経平均高配当株50指数連動型上場投信」の取引に関して、日本経済新聞社は一切の義務ないし責任を負いません。日本経済新聞社は、日経高配

当株50を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負いません。日本経済新聞社は、日経高配当株50及び日経平均株価の計算方法、その

他日経高配当株50の内容を変える権利及び公表を停止する権利を有しています。

■日経平均株価

「日経平均株価(日経225)」に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

■MSCI ACWI

「MSCI ACWI」は、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容を変更する権利および公表を停

止する権利を有しています。

当資料および著作権等について
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本資料は、勉強会の為に作成されたものであり、有価証券の取引、その他の取引の勧誘を目的としたもの
ではありません。投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。本資料及
び資料にある情報をいかなる目的で使用される場合におきましても、お客様の判断と責任において使用され
るものであり、本資料及び資料にある情報の使用による結果について、当社は何らの責任を負うものではあり
ません。

本資料で記載しております価格、数値、金利等は概算値または予測値であり、諸情勢により変化し、実際
とは異なることがございます。また、本資料は将来の結果をお約束するものではなく、お取引をなさる際に実際
に用いられる価格または数値を表すものでもございませんので、予めご了承くださいますようお願いいたします。

ご注意事項

加入協会
日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融
商品取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
商号等
楽天証券株式会社／金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者
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■国内株式 国内ETF／ETN 上場新株予約権証券（ライツ）

【株式等のお取引にかかるリスク】

株式等は株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。上場投資信託（ETF）は連動対象となっている指数や指標等の変動等、上場投資証券（ETN）は連動対
象となっている指数や指標等の変動等や発行体となる金融機関の信用力悪化等、上場不動産投資信託証券（REIT）は運用不動産の価格や収益力の変動等、ライツは転換後
の価格や評価額の変動等により、損失が生じるおそれがあります。※ライツは上場および行使期間に定めがあり、当該期間内に行使しない場合には、投資金額を全額失うことがあります
。

●レバレッジ型、インバース型ＥＴＦ及びＥＴＮのお取引にあたっての留意点

上場有価証券等のうち、レバレッジ型、インバース型のETF及びETN（※）のお取引にあたっては、以下の点にご留意ください。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNの価額の上昇率・下落率は、2営業日以上の期間の場合、同期間の原指数の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じたものとは通常一致
せず、それが長期にわたり継続することにより、期待した投資成果が得られないおそれがあります。

・ 上記の理由から、レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、中長期間的な投資の目的に適合しない場合があります。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、投資対象物や投資手法により銘柄固有のリスクが存在する場合があります。詳しくは別途銘柄ごとに作成された資料等でご確認いた
だく、またはコールセンターにてお尋ねください。

※ 「上場有価証券等」には、特定の指標（以下、「原指数」といいます。）の日々の上昇率・下落率に連動し1日に一度価額が算出される上場投資信託（以下「ETF」といいます。
）及び指数連動証券（以下、「ETN」といいます。）が含まれ、ETF及びETNの中には、原指数の日々の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じて算出された数値を対象指数とするも
のがあります。このうち、倍率が＋（プラス）１を超えるものを「レバレッジ型」といい、－（マイナス）のもの（マイナス１倍以内のものを含みます）を「インバース型」といいます。

【信用取引にかかるリスク】

信用取引は取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。信用取引は差し入れた委託保証金を上回る金額の取引をおこなうことがで
きるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。

【株式等のお取引にかかる費用】

国内株式の委託手数料は「ゼロコース」「超割コース」「いちにち定額コース」の3コースから選択することができます。

国内株式のリスクと費用について
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〔ゼロコース（現物取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSOR（スマート・オーダー・ルーティング（※1））注文 のご利用が必須となります。

（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）
ゼロコースをご利用される場合には、当社のSORやRクロス（※2）の内容を十分ご理解のうえでその利用に同意いただく必要があります。
※1 SORとは、複数市場から指定条件に従って最良の市場を選択し、注文を執行する形態の注文です。
※2 「Rクロス」は、楽天証券が提供する社内取引システム（ダークプール（※3））です。
※3 ダークプールとは、証券会社が投資家同士の売買注文を付け合わせ、対当する注文があれば金融商品取引所の立会外市場(ToSTNeT)に発注を行い約定させ
るシステムをいいます。

〔ゼロコース（信用取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSORのご利用が必須となります。（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）

国内株式のリスクと費用について
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取引金額 取引手数料

5万円まで 50円（55円）

10万円まで 90円（99円）

20万円まで 105円（115円）

50万円まで 250円（275円）

100万円まで 487円（535円）

150万円まで 582円（640円）

3,000万円まで 921円（1,013円）

3,000万円超 973円（1,070円）

取引金額 取引手数料
10万円まで 90円（99円）
20万円まで 135円（148円）
50万円まで 180円（198円）
50万円超 350円（385円）

※（）内は税込金額

※（）内は税込金額

〔超割コース（現物取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

〔超割コース（信用取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

国内株式のリスクと費用について

超割コース大口優遇の判定条件を達成すると、以下の優遇手数料が適用されます。大口優遇は一度条件を達成すると、3ヶ月間適用になります。詳しくは当社ウェブページをご参照く
ださい。

〔超割コース 大口優遇（現物取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

〔超割コース 大口優遇（信用取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。
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1日の取引金額合計 取引手数料
100万円まで 0円
200万円まで 2,000円（2,200円）
300万円まで

以降、100万円増えるごとに1,100円追加。
3,000円（3,300円）

〔いちにち定額コース〕
1日の取引金額合計（現物取引と信用取引合計）で手数料が決まります。

国内株式のリスクと費用について

※1日の取引金額合計は、前営業日の夜間取引と当日の日中取引を合算して計算いたします。
※一般信用取引における返済期日が当日の「いちにち信用取引」、および当社が別途指定する銘柄の
手数料は0円です。これらのお取引は、いちにち定額コースの取引金額合計に含まれません。

※（）内は税込金額

●カスタマーサービスセンターのオペレーターの取次ぎによる電話注文は、上記いずれのコースかに関わらず、1回のお取引ごとにオペレーター取次ぎによる手数料（最大で4,950円（税
込））を頂戴いたします。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引には、上記の売買手数料の他にも各種費用がかかります。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引をおこなうには、委託保証金の差し入れが必要です。最低委託保証金は30万円、委託保証金率は30％、委託保証金最低維持率（追証ライン）が20％です。委託
保証金の保証金率が20％未満となった場合、不足額を所定の時限までに当社に差し入れていただき、委託保証金へ振替えていただくか、建玉を決済していただく必要があります。
レバレッジ型ＥＴＦ等の一部の銘柄の場合や市場区分、市場の状況等により、30％を上回る委託保証金が必要な場合がありますので、ご注意ください。

〔かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）にかかるリスクおよび費用〕 

リスクについて
かぶミニ®の取扱い銘柄については市場環境等により、取扱いを停止する場合があります。

費用について
売買手数料は無料です。

かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）は、当社が自己で直接の相手方となり市場外で売買を成立させます。そのため、取引価格は買付時には基準価格に一定のスプレッド（差額）を上乗せした価格、売却時に
は基準価格に一定のスプレッド（差額）を差し引いた価格となります（1円未満の端数がある場合、買付時は整数値に切り上げ、売却時は切り捨て）。なお、適用されるスプレッドは当社ウェブサイトにて開示してい
ますが、相場環境の急変等により変動する場合があります。
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国内株式のリスクと費用について

【貸株サービス・信用貸株にかかるリスクおよび費用】
（貸株サービスのみ）
●リスクについて
貸株サービスの利用に当社とお客様が締結する契約は「消費貸借契約」となります。株券等を貸付いただくにあたり、楽天証券よりお客様へ担保の提供はなされません（無担保取
引）。（信用貸株のみ）
●株券等の貸出設定について
信用貸株において、お客様が代用有価証券として当社に差入れている株券等（但し、当社が信用貸株の対象としていない銘柄は除く）のうち、一部の銘柄に限定して貸出すことが
できますが、各銘柄につき一部の数量のみに限定することはできませんので、ご注意ください。

（貸株サービス・信用貸株共通）
●当社の信用リスク
当社がお客様に引渡すべき株券等の引渡しが、履行期日又は両者が合意した日に行われない場合があります。この場合、「株券等貸借取引に関する基本契約書」・「信用取引規
定兼株券貸借取引取扱規定第2章」に基づき遅延損害金をお客様にお支払いいたしますが、履行期日又は両者が合意した日に返還を受けていた場合に株主として得られる権利
（株主優待、議決権等）は、お客様は取得できません。
●投資者保護基金の対象とはなりません
貸付いただいた株券等は、証券会社が自社の資産とお客様の資産を区別して管理する分別保管および投資者保護基金による保護の対象とはなりません。
●手数料等諸費用について
お客様は、株券等を貸付いただくにあたり、取引手数料等の費用をお支払いいただく必要はありません。

●配当金等、株主の権利・義務について（貸借期間中、株券等は楽天証券名義又は第三者名義等になっており、この期間中において、お客様は株主としての権利義務をすべて喪
失します。そのため一定期間株式を所有することで得られる株主提案権等について、貸借期間中はその株式を所有していないこととなりますので、ご注意ください。（但し、信用貸株で
は貸借期間中の全部又は一部においてお客様名義のままの場合もあり、この場合、お客様は株主としての権利義務の一部又は全部が保持されます。）株式分割等コーポレートアク
ションが発生した場合、自動的にお客様の口座に対象銘柄を返却することで、株主の権利を獲得します。権利獲得後の貸出設定は、お客様のお取引状況によってお手続きが異なり
ますのでご注意ください。
貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金については、発行会社より配当の支払いがあった後所定の期日に、所得税相当額を差し引いた配当金相当額が楽天証券からお
客様へ支払われます。
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●株主優待、配当金の情報について
株主優待の情報は、東洋経済新報社から提供されるデータを基にしており、原則として毎月1回の更新となります。更新日から次回更新日までの内容変更、売買単位の変更、分割
による株数の変動には対応しておりません。また、貸株サービス・信用貸株内における配当金の情報は、TMI（Tokyo Market Information；東京証券取引所）より提供される
データを基にしており、原則として毎営業日の更新となります。株主優待・配当金は各企業の判断で廃止・変更になる場合がありますので、必ず当該企業のホームページ等で内容をご
確認ください。
●大量保有報告（短期大量譲渡に伴う変更報告書）の提出について
楽天証券、または楽天証券と共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項）の関係にある楽天証券グループ会社等が、貸株対象銘柄について変更報告書（同法第27
条の25第２項）を提出する場合において、当社がお客様からお借りした同銘柄の株券等を同変更報告書提出義務発生日の直近60日間に、お客様に返還させていただいていると
きは、お客様の氏名、取引株数、契約の種類（株券消費貸借契約である旨）等、同銘柄についての楽天証券の譲渡の相手方、および対価に関する事項を同変更報告書に記載
させていただく場合がございますので、予めご了承ください。
●税制について
株券貸借取引で支払われる貸借料及び貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金相当額は、お客様が個人の場合、一般に雑所得又は事業所得として、総合課税の対
象となります。なお、配当金相当額は、配当所得そのものではないため、配当控除は受けられません。また、お客様が法人の場合、一般に法人税に係る所得の計算上、益金の額に算
入されます。税制は、お客様によりお取り扱いが異なる場合がありますので、詳しくは、税務署又は税理士等の専門家にご確認ください。
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